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ＣＶＭによる風力発電施設評価を研究事例として
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１　はじめに
　世界的規模で環境破壊が深刻化する中で、環境問題に対する社会の関心が急速に高まっている。
国際的には、地球温暖化対策のため地球温暖化防止会議がくり返し開催され、より広義の環境対策
のため、２００２年には１０年ぶりにヨハネスブルクで地球サミット（国連環境開発会議）が開催された。
国内では循環型社会の実現にむけて、各種リサイクル法が整備され、企業においてもリサイクルを
含めた環境技術の開発、消費者においてもグリーンコンシューマーの活動が行なわれるなどしてい
る。このように地球環境問題に対して様々な次元で多種多様な取り組みがなされている。しかし、
それらの取り組みにも関わらず、気候変動から、種の絶滅や乱伐、水不足にいたるまで、世界規模
の環境問題は、１９９２年にリオデジャネイロで開かれた初めての地球サミット以降、改善されるどこ
ろか、より深刻化しているのが現状である。
　なぜ環境問題は種々の取り組みにも関わらず改善の方向に向かわないのだろうか。その根本的原
因は社会経済システムにあるとの声が近年高まっている。いわゆる経済優先の社会が環境問題を深
刻化させているとの見方である。環境と経済の発展を対立するものとしてとらえる立場であるが、
この対立を解消するためにはその原因をつきとめる必要がある。
　経済学では、経済優先の産業社会において自然環境の価値を正当に評価していないことにその原
因があるとしている。自然環境は、安定的な気候の保持、天然資源の供給、廃棄物の吸収など、人
間の生存に必要不可欠なサービスを無償で人類に提供してきた。人類の生存基盤たる自然資源は市
場経済の中では「タダ」同然に扱われてきたのである。この「環境には価格が存在しない」という
事実が、自然資源の過剰な消費を引き起こし、２０世紀産業社会を大量生産・大量消費・大量廃棄で
特徴付けられる経済発展に導いたのである。
　環境の価値を経済のなかで正当に評価する手法として、近年、（仮想市場評価法）という手法
が注目されている。とはアンケートを用いて、人々に「環境を守るためにいくら支払っても構
わないか（支払意志額）」をたずねて環境の価値を金額で評価する手法である。ただし、この手法に
よって算出された金額に対してその信頼性を疑う声もある。当然、人の命などを含めた自然環境の
価値は金銭評価を超えた次元のものであり、虫一匹の価値も金銭では正当に評価することはできな
い。しかし、現在の経済優先の社会の中では、自然環境を保護するために環境を金銭単位で評価す
ることも必要なのである。国内における調査の代表的な例を次の表に示す。
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以上のように、近年、様々な自然環境に対してその経済価値を産出する試みがなされている。そこ
で、本論文では、環境に対する経済的価値評価の必要性やその手法を概観した後、事例研究として
２００１年にゼミナール生とともに、柏崎市民が風力発電施設に対して、どれほどの評価をくだしてい
るのかををつかって調査した結果を報告する。
２　環境の経済的価値評価
２．１　環境経済評価の必要性
　環境は、人間に幅広く経済的に価値のある機能とサービスを供給している多面的な機能を持つ資
産である。例えば、天然資源の供給、風景やアメニティーなどの天然の財、廃棄物の吸収、生命維
持などその機能は様々である。
　ゴルフ場の開発による環境悪化を例にとって考えてみよう。ゴルフ場造成による大量の土砂が河
川に流れ、水質が急速に悪化し、魚の数が減ってしまったら釣りを楽しんでいた人々は以前のよう
に楽しむことができなくなる。コース造成による大規模な森林伐採が行われるとそれまで森林を訪
れていた人々は森林の風景を楽しむことはできなくなる。更に、その森林に希少な動植物が存在し
ていた場合、遠く離れたこの森林を一度も訪れたことのない人であってもその種の絶滅を悲しむか
も知れない。こうした利用しなくても得られる価値を非利用価値（	
）と呼ぶ。このよう
に環境変化のもたらす影響は特定の人々に限定される場合から全国・全世界的な規模に及ぶものま
で様々である。
　しかし我々の経済優先の産業社会において、環境は必ずしもその価値を正当に評価されていると
は言えない。それは価格が付いていない点に原因がある。経済学において環境という財は市場で取
引される財と異なり、価格が付いていない。経済学では無料で無限に利用できる財を自由財（
）と呼ぶ。そのため、環境を守ることは企業の利益にはつながらず、環境破壊は深刻化を増し
つつあるが環境保全のための活動はなかなか進まずにいる。
　もちろん人間の生存と社会発展に必要不可欠である環境に価値（価格ではない）は存在する。市場
における価格が付いていないだけである。また、環境が決して無限に存在するものではなく、有限
であり容易に失われてしまうことも、エアコンなどの冷媒として使われたフロンによってオゾン層
が破壊された事例や諫早湾において海苔の色落ちが起こり、大打撃を受けている事例を見れば明ら
かであろう。そうしたことから環境は価格の付かない価値財であると言える。以上のような意味で
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集 計 範 囲評 価 額評 価 対 象
全　国２，４８３億円世界遺産屋久島の保全森 林 生 態 系
全　国２，６４８億円吉野川下流の自然環境河 川 環 境
北海道１４８億円釧路湿原の景観湿 原 景 観
横浜市７億円横浜市上流の水源林保護水 源 林 保 全
全　国２，９６０億円藤前干潟の保全干 潟 保 全
全　国７，７９５億円温暖化対策の社会的効果地球温暖化対策
全　国４，１兆円全国農地の保全農 地 保 全
出典：［５］栗山浩一（２０００）「環境評価と環境会計」日本評論社 ｐ．１７
環境が、正確には自由財であるとは言えない。このように自由財ではないものをあたかも自由財で
あるように扱い、正当な価値付けがされないまま、これまで利用してきた点に大きな問題がある。
　一方、通常の商品は価格が存在するため、その商品の持っている価値を価格という金銭単位で評
価することができる。例えば森林の木材としての価値は、木材価格をベースとして評価することが
できる。品質の良い木材価格は高く、逆に品質の悪い木材は価格が高くなる。これはその商品の価
値を我々にも認識しやすい価格という名の金銭単位という形で表現されているからである。例え
ば、害虫の被害に遭った場合、その被害額は被害を受けた木材を出荷した場合そこから受けられる
であるはずであった収入を算出することで、評価することができる。また、大量伐採などによる木
材の減少は価格の高騰によって反映され、我々はそれを認識することができる。
　ここで環境についての話に戻ろう。前述した通り経済学で自由財と呼ばれる環境には価格が存在
しない。従って、価格によって環境の価値を評価することはできない。しかし、環境問題に対する
市民の関心が高まっていくにつれ、環境対策の社会的効果を評価するために環境の価値を正しく評
価する必要性が高まってきた。このような背景から、環境の持っている価値を金銭的に評価する手
法が注目されてきたのである。
２．２　環境評価手法の種類
　環境評価は主に環境経済学の分野で研究が進められており、これまでに３０年以上の研究の蓄積を
持っている。
　のような環境評価手法は、市場で取引されない非市場財の評価を行うための手法である。そ
こで、どのような種類のデータを利用して評価を行うかという点が重要となる。環境評価手法に
は、表明選好（	
）データに基づく直接法（	
）と顕示選好（
）データに基づく間接法（	
）がある。直接法にはＣＶＭや仮想順序付け法
（	
）、コンジョイント分析（	
）等がある。直接法の評価手法は当初
だけであったが、１９９０年代後半になってコンジョイント分析という手法が環境の非市場的評価
法として注目されるようになってきた。また間接法にはトラベルコスト法（	
	）やヘ
ドニック法（	
）等がある。
　については次節以降で説明を行うため、ここではそれ以外の手法について簡単に説明を行う
ことにする。
　評価手法の分類については下図も参照して欲しい。
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環 境 評 価 手 法
再生費用法（Replacement Cost Methods）選好独立型評価法
適用効果法（Dose-Response Method）
表明選好法（Stated Preference）選好依存型評価法
仮想評価法（CVM:Contingent Valuation Methods）
コンジョイント分析（Conjoint Analysis）
顕示選好法（Revealed Preference）
トラベルコスト法（Travel Cost Methods）
ヘドニック価格法（Hedonic Price Methods）
 出典：[7]鷲田豊明（１９９９）『環境評価入門』　勁草書房　P.89　図2.6
２．２．１　直接法
　　コンジョイント分析
　コンジョイント分析（	
）は主に計量心理学やマーケティングの部門で用いられて
きた手法であり、すでに３０年以上に及ぶ研究の歴史を持っている。それが環境評価への適用が進め
られ、実際に使われ始めたのは１９９０年代に入ってからである。マーケティングにおけるコンジョイ
ント分析は、新しく開発された商品の需要を調べるためにアンケートを用いて消費者の選好を評価
する手法であった。コンジョイント分析では商品を構成する様々な属性別に評価することが可能で
ある。
　環境評価では、ある財について数種類の異なる属性を記入したプロファイルを回答者に提示し、
それを好ましい順番に並べ変えてもらうことで評価を行う。仮想的な環境政策を回答者に提示して
支払い意志額を評価するに非常に近い関係を持っている。コンジョイント分析は、では
ある１つの環境政策のみしか評価できないのに対して、様々な属性別に評価できる利点を持ってい
る。
　前述したようにコンジョイント分析では、様々な属性に対応できるが、欠点もある。属性数をど
うするかという問題である。コンジョイント分析では設定する属性以外の項目は一定であるという
前提があるため、属性数を少なくすれば、質問できる項目数が少なくなる。逆に多くすれば質問項
目は多くなるが、被験者に負担がかかり測定の精度が落ちてしまう。
　コンジョイント分析は、質問形式によって４つに大別することができる。
　　　　１．完全プロファイル評定方式
　　　　　代替案のプロファイル（プロフィールと同義：簡単な設定）を提示し、その代替案がど
　　　　　れだけ好ましいと考えるかについて点数付けを行ってもらうことで評価してもらう方式
　　　　　である。
　　　　２．ペアワイズ評定方式
　　　　　対立する２つの代替案からどちらがどのくらい好ましいかを尋ねる方式で　
　　　　　ある。
　　　　３．選択方式
　　　　　複数の代替案から最も好ましいものを選択してもらう方式である。
　　　　４．ランキング方式
　　　　　複数の代替案を提示し、好ましい順番に並べ替えてもらう方式である。
　これら４つの質問形式にはそれぞれ一長一短であるが、３つ目の選択方式が実際の　消費行動に
最も近い方式であるといえる。
　家計の効用関数を政策属性、環境水準、政策費用、所得などの関数で定義し家計の効用関数を推
定する。推定された効用関数に対して等価変分や補償変分の定義を適用することによって環境変化
をもたらす政策の便益を計測することができる。あるいは、環境水準の単位変化に対する政策費用
単位変化の割合を求めると、それは環境に対する限界支払意志額（	
）を求
めることに他ならないからである。
　コンジョイント分析の特徴は、が単一属性の評価に限定されていることに対して、他属性の
代替案の選択結果から属性ごとの限界支払意志額を明らかにできるという点である。つまりどの属
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性が回答者の効用にとって最も大きな影響を与えているのかを読みとることができる。また、アン
ケートにおいて金額を直接聞かないことから、で指摘されているバイアスを幾分緩和すること
ができると考えられる。環境財を含む公共財は非排除性と非競合性を持っているため普段の生活で
は価値付けをする機会が無い。そのため、直接支払意志額を聞く方式では正確な回答をすることが
困難であると考えられる。一方、コンジョイント分析のように提示された複数の案から最も相応し
い案を選ぶという行為は日常的に行われている一連の意志決定過程に酷似している。そのため、よ
り正確な金額を推定することが可能であると考えられている。
　しかし、コンジョイント分析など仮想的な評価手法は、評価を主催する側が被験者の選好や認知
度などを予測し、評価属性や水準を決定する。そうした評価水準などから被験者をミスリードして
しまい、評価に影響を与えてしまうことが考えられる。
　便益評価の分野でコンジョイント分析が注目されるようになったのは最近であり、その有効性に
ついては今後の研究蓄積が必要である。
　
　　仮想順序付け法
　仮想ランキング法（	
）とも呼ばれ、数種類の環境水準と費用負担額　との組み
合わせを選択肢として用意し、それを好ましい順番に並べ替えてもらうことによって環境財の評価
を行う手法である。（	

仮想評価法）　を応用した評価手法である
が、実際に評価をした事例は少ない。
　どれか１つの選択肢を選ばなければならない他の環境評価方式に比べ、環境手法の組み合わせに
対して順序付けをするだけで済むことから被験者に対する負担が軽いという利点を持っている。
２．２．２　間接法
　間接法にはトラベルコスト法（	
）やヘドニック法（	
）等
がある。
　トラベルコスト法は、レクリエーション・サイトへのアクセスに要した旅行費用と旅行頻度に関
するデータから消費者余剰を推計し、財の評価を行う手法である。	
［１１］の研
究を機に１９６０年代以降盛んになった手法であるが、わが国においても１９８０年代以降研究事例は増加
しつつある。しかしながら、トラベルコスト法は近隣に代替的なレクリエーション・サイトが存在
する場合には便益評価が行えないという欠点がある。そうした欠点を回避するための手法として、
ヘドニック・トラベルコスト法（	
	）やランダム効用モデル（	

	
）の開発が進められてきている。
さらに最近では、	

．［８］によるコンジョイント分析とトラベルコスト法、あるいは
［１２］や［１３］等によるとトラベルコスト法を組み合わせたコンビネーション・
モデルの適用も盛んになりつつある。
　ヘドニック法は、プロジェクトが地価に与える影響を定式化する手法である。被説明変数に地価
や住宅価格を設定し、説明変数にプロジェクトによる公共財をおくことで関数推計を行い、その結
果としてのパラメータから便益を測定するのである。したがって、ヘドニック法の前提として公共
財を形成するプロジェクトが地価・住宅価格に反映されるとする「キャピタリゼーション仮説」が
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存在する。キャピタリゼーション仮説が成立するには、地域内外の移動の自由が補償されているこ
と、消費者の効用関数等が同質であること、プロジェクトの対象領域が狭いこと、土地等の代替性
がないこと、などが前提となる。
　ヘドニック法は、キャピタリゼーション仮説を前提としていることから、地価に影響を与えない
国土全体の自然環境等のプロジェクトには適用が難しい。西澤ほか「１４」、三菱総合研究所「１５」が
全国の農地の持つアメニティ価値を評価した事例がある。
３　仮想市場評価法（CVM）
　　ＣＶＭ
　は、他の手法と比較していくつかのメリットを持つため、近年ではポピュラーな手法として
盛んに適用されている。のメリットとしてあげられるのは以下の３点である（栗山〔３〕より）。
　第一点目は、代替法やヘドニック法、トラベルコスト法を適用して評価を行う際には、治水ダム
の建設費用や賃金、地価、旅行費用等に関する詳細な市場データが必要とされ、それらのデータが
不備な場合には評価が困難になるが、は既存のデータの有無とは関係なく、理論上ほぼあらゆ
る財の評価に適用が可能である。したがって、代替法等では伝統文化やアメニティの評価を行うこ
とも可能である。
　第二点目は、代替法やヘドニック法、トラベルコスト法は環境財のもつ現在の利用価値しか評価
できないが、は非利用価値の評価も可能である。
第三点目は、によって得られる評価額は、受益者のやを集計したものであるため、評
価額は環境財への財政支出に対する市民の政策合意点を示す。
　は１９４７年にシリアシ－ワントラップが最初にアイデアを出し、１９５８年にアメリカの国立公園
局がデラウェア川流域のレクリェーション価値を求めるために実際に用いたのが始まりといわれて
いる。その後１９８９年のオハイオ裁判で、司法当局がを環境に対する損害賠償額の算定方式とし
て認め、１９９２年に行なわれたパネルで具体的なの手順が確立した。〔１６〕
日本ではアメリカとは異なり司法の場でが取り上げられることはないが、政府の公共事業評価
マニュアルの中でこの手法が正式に取り上げられている。
　は、１９６３年にが米国メイン州においてハンターと自然愛好家の価値評価を得るために
適用した事例が最初である。１９７０年代半ば以降、環境財の評価手法としての適用が徐々に盛ん
になるとともに、手法上の改良が逐次進められてきた。
　ところで、を語る上でバルディーズ号事件は欠かせない出来事である。１９８９年３月アラスカ
州プリンス・ウィリアム海峡において、エクソン社所有のオイルタンカーであるバルディーズ号が
座礁して原油を流出した結果、多くの海洋生物が犠牲になるなど、周辺海域は深刻な環境被害を
被った。今年は事故からちょうど１０年と言う節目の年にあたるため、米国は番組や新聞紙等で
たびたび特集が組まれている。カラフトマスやニシン等の漁業資源は徐々に増加しつつあるもの
の、海洋にはいまだにアスファルト化した重油が残るなど、本格的な環境の回復にほとんど遠い状
況にある。この事件の補償問題を契機として、の妥当性や有効性に関する論争が巻き起こっ
た。
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　その後、油濁法のもと環境アセスメントを行う際のの適用基準を確立するために、米国商務
省はを通じて、やらのノーベル賞学者等を招集し、ブルーリボン・パ
ネルと呼ばれる検討委員会を作り、被害額算定の根拠としてを実施する際のガイドラインを作
成した。〔１７〕
　わが国では、１９８０年代後半以降、農業の公益機能評価を中心とする環境財の評価にの適用が
進められてきた。矢部が長野県八坂村を事例として農山村の保護休養環境教育機能を評価した事
例を初めてとして、以後急速に研究蓄積は増加してきている。とくにここ１、２年の普及ぶりは目
覚しく、環境白書や農業白書での紹介は言うに及ばず、においても特集が組まれるほどであ
る。さらに、全国各地において政策的意思決定のための参考資料として、あるいは事業評価を意図
して、が数多く実施されるようになってきている。
　　バイアス　
　は現在の環境の状態と変化した後の環境の状態を示した上で、この環境変化に対する支払意
思額を人々にたずねて環境の価値を評価する。ところが、環境の状態変化を適切に回答者に伝える
ことができないと、回答者は適切に支払意思額を答えることができなくなる。例えば、屋久島の森
林を保護することの価値を評価するときを考えてみよう。
　屋久島の森林といっても、回答者は異なる認識を持っているかもしれない。例えば、縄文スギの
ような有名な木のことだけを考えるかもしれない。また、屋久島の森林全体を想像したり、森林以
外の農地なども含めて屋久島全体のことを考える人もいるかもしれない。場合によっては屋久島で
あることを忘れて、熱帯林のことと勘違いする人もいるかもしれない。このようなときに単に「屋
久島の森林を守るためにいくら払いますか？」と簡単にたずねると、人によって異なるものを回答
してしまう可能性がある。
　このような調査票の設計ミスなどにより支払意思額が影響を受ける現象は「バイアス」と呼ばれ
ている。バイアスはの信頼性に大きく影響を与えるものなので、調査ではバイアスの影
響に最も注意を払う必要がある。はアンケートを用いて評価するため、バイアスを完全になく
すことは不可能である。しかし、アンケート設計を工夫することで、バイアスをできるだけ少なく
することは可能である。
　これまでの多数の研究では様々なバイアスが見つかっているので、どのような表現を使うと
どのようなバイアスが生じやすくなるのかが経験的に知られている。バイアスを少なくするための
対処法の一つは、このような既存の調査結果を利用することである。
　ただし、既存の調査結果だけでは完全にはバイアスをみつけられない可能性もある。バイアスの
中には、例えば、レクレーションの評価ではバイアスが生じにくいが、生態系の評価では生じやす
いものもある。このようなバイアスに対しては、プリテストと呼ばれる小規模な事前調査でチェッ
クを行うことが有効である。例えば、説明内容をとの２種類用意して、半分の回答者には、残
りの半分の回答者にはの説明を行う。そしてそれぞれの評価結果を比較することで、説明内容の
環境を調べることができる。このように、バイアスを少なくするためにはプリテストによる検証が
重要である。
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４　ＣＶＭの推定モデル
　今回、本調査において二段階二肢選択形式を用いた。これはダブルバウンド形式とも呼ばれ、サ
ンプル数が比較的少なくても良好な結果が得られるという利点を持つからである。
　二肢選択式データを分析するためには以下に述べる３種類のモデルがある。
　　ランダム効用モデル
　　支払意志関数モデル
　　生存分析
以上の３つのモデルを以下に簡単に紹介していこう。
　　ランダム効用モデル
　ランダム効用モデルは、効用関数を基盤とするモデルであり、提示額と回答データから効用関数
を推定する。だが、回答データにはアンケート時の誤差などが含まれており、効用関数は観察可能
な部分と観察不可能な部分（誤差項）によって構成されていると考える。
　ランダム効用モデルは、経済理論で使われる効用関数をベースにしているため、経済理論との整
合性が高いという利点を持っている。また、以外にもトラベルコスト法やコンジョイント分析
など様々な評価手法と組み合わせて推定することが可能である。ただし、支払意志額を直接推定す
ることはできないので、まず効用関数を推定した後、効用関数から支払意志額を算出するという手
順をふむ必要がある。
　環境の状態が０から１へと悪化するとき、この環境悪化を防止する環境保全政策の価値を等価
余剰測度によって評価する。回答者の間接効用関数が以下のように観測可能な部分と観測不可
能な部分εに分かれるとする。ただしは所得である。
　　　　　　＝（）＋ε　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
環境保全を実施するために、円の負担を回答者に示したとき、回答者が賛成と答える確率は
　　　　　　［］＝［（０－）＞（１）］　　　
　　　　　　　　　　＝［Δ＞ε１－ε０］＝１－（）　　　　　　　　　　　　
となる。ただし、Δは観測可能な効用関数の差、は分布関数である。ここで、がロジスティッ
ク分布に従うと仮定すると、ロジットモデルとなり、は次式の通りとなる。
　　　　　　［］＝［１＋ｅ－Δυ］－１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ダブルバウンドの場合は、最初に提示額を示し、賛成と答えた人には高い金額を示し、反対と
答えた人には低い金額を示す。それぞれの回答が得られる確率は、以下の通りとなる。
　　　　　　［］＝＝１－（）
　　　　　　［］　＝＝（）－（）
　　　　　　［］　＝＝（）－（）
　　　　　　［］　＝＝（）　　　　　　　　　　　　　　　
　次に、Δの特定化を行う。この関数型には一般に次のような線形関数や対数線形関数が用いら
れることが多い。
　　　　　　線形関数モデル　　　Δ＝・
環境の経済的評価４６
　　　　　　対数線形関数モデル　Δ＝－　　　　　　　　　　　　　　　　　
後は、最尤法によりパラメータおよびを推定することで、支払意志額が得られる。尤度関数は以
下の通りである。
　　　１＝　（＋ｉ＋ｉ＋ｉ）　　　　　　　　　　　
ただし、は回答者が２回とも賛成と答えたときに１、それ以外のときは０となるダミー変数であ
り、，，もそれぞれ同様のダミー変数である。
　　支払意志額関数モデル
　支払意志額関数モデルでは、回答者の支払意志額と提示額との関係をもとに、回答者の支払意志
額を推定する。支払意志額関数モデルでもランダム効用モデルと同様に支払意志関数が観察可能な
部分と観察不可能な部分（誤差項）によって構成されると想定して推定を行う。ただし、このモデ
ルは以外では使われていない、に特有のモデルであるため、他の評価手法と組み合わせる
ことはできない。
　環境の状態がからへと悪化するとき、この環境悪化を防止する環境保全政策の価値を等価余
剰測度によって評価する。この環境保全政策を実行するために支払っても構わない金額は、以
下のように、観察可能な部分と観察不可能なεに分けられるとする。
　　　　　　（０１１）（０１１）ε　　　　　　　　　　　　
　ただし、ｚは回答者の社会経済属性、は環境が悪化したときの効用水準である。ここでは環境保
全政策の価値を等価余剰測度で評価するため、効用水準は変化後のに保持される。
また、回答者が新たに追加的な費用を負担しない場合は、調査対象物の建設により恩恵を受ける
が、環境は破壊されるとする。もしも円だけ追加的に負担した場合は、恩恵を受けると同時に環
境も守られるとする。このときこの環境政策に賛成するか否かを回答者にたずねる。
　回答者がこの環境政策に賛成するのは、支払意志額が提示額を上回るときである。すなわち、
　　　　　　　　　＞
　　　　　　　　	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
となる。ここで、支払意志額関数の観察不可能な部分εが平均０、分散σの正規分布に従うと仮定
する。すると、回答者が環境政策に賛成するのは、
　　　　　　［］＝［（０１１）＞］
　　　　　　　　　＝［ε＞－（０１１）］

　　　　　　［　＞　　　　　］

　　　　　　１－Φ（　　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
となる。ただしΦは標準正規累積密度関数である。１回のみ金額を提示するシングルバウンドの住
民投票方式では、この式をもとに観察可能な支払意志額関数を推定する。
　ダブルバウンド住民投票方式では、最初に提示額を示し、回答者が賛成した場合はそれより高
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T－WTPi　　　　　σ
εi
σ
T－WTPi
σ
i
Σ
い金額を提示する。一方、反対した場合は低い金額を提示する。２回の提示に対して、２回
とも賛成と答える確率は、
　　π（）［≦≦］
　　　　［≦≦］［≦］
　　　　［≦］１－Φ（　　　　　　）　　　　　　　
となる。同様に、２回とも反対と答える確率は、
　　　　　　π（）［＞＞］
　　　　　Φ（　　　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
によって得られる。最初は賛成と答えて、２回目の提示額では反対と答えるのは、
　　　　　　π（）［≦＜］
　　　　　Φ（　　　　　　）－Φ（　　　　　　）　　　　　　　　　
となり、逆に最初は反対と答えて、２回目の提示額で賛成と答えるのは、
　　　　　　π（）［≦＜］
　　　　　Φ（　　　　　　）－Φ（　　　　　　）　　　　　　　　　　
となる。それぞれの確率が得られると、最尤法によって観察可能な支払意志額関数のパラメータを
推定できる。ダブルバウンドの対数尤度関数は以下の通りである。
　　　　　　Σ｛π（）＋π（）
N
　　　　＋π（）＋π（）｝　　　　　　　　　　　　　　　
ただし、は回答者が２回とも賛成と答えたときに１、それ以外のときは０となるダミー変数であ
り、もそれぞれ同様のダミー変数である。ただしこのモデルでは、１回目にどんな金額を
提示しても、２回目の回答には影響を与えないと仮定されていることに注意したい。
　　生存分析
　生存分析は、生存関数をもとにしたモデルである。主に動物実験で生存期間を調べる時などに使
われることからこの名が付けられている。
　で支払意志額を推定する場合は各回答者の正確な支払意志額を聞き出す事はできないが、提
示額に対して何人の人が「いいえ」と回答するかを確認することができる利点を持つ。つまり回答
者の平均的な支払意志額を推定する事ができるのである。
　生存分析は統計分析の方法であるために経済理論との整合性はあまり高くない。しかし生存関数
として様々な分布関数が用意されており、特にワイブル関数はモデルの当てはまりがよいことが知
られている。また分布関数を仮定しないノンパラメトリック法でも推定できる。生存分析は良好な
推定結果を得たいときに役立つモデルである。
　支払意志額のときに回答者の累積分布関数が標準正規分布と仮定すると、以下のように表現で
きる。
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TU－WTP　　　　　σ
TL－WTP　　　　　σ
TU－WTP　　　　　σ
TL－WTP　　　　　σ
TU－WTP　　　　　σ
TL－WTP　　　　　σ
i＝１
　　　　　　（）＝Φ［　　　　］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ただし、μは位置パラメータ、σはスケール・パラメータである。回答者の支払意志額がηからη
の区間にあるとき、最尤法を用いて以下の尤度関数を最大にするようにパラメータを推定する。
　　　　　　
　　　　　　＝Σ１Φ　　　　－Φ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　累積分布関数として以下のワイブル関数が用いられた場合、
　　　　　　（）＝１－［－（α）β］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
支払意志額の平均値は以下のとおりとなる。ただし、Γはガンマ関数、αは位置パラメータの推定
値、βはスケール・パラメータの推定値である。
　　　　　　［］＝αΓ［１＋（１β）］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
また、中央値は、次式のを０．５とすることで得られる。
　　　　　　＝α［－１（１－）］１β　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
５　CVMを使った風力発電施設の評価
　　調査のフレームワーク
　アンケート調査は、郵送法により、２００１年１１月３０日に実施した。標本抽出には多段抽出法を使用
し、アンケート票は柏崎市民に８００通送付したが、有効送付数は７９１通であり、それに対する回収数
は４２９通であった。
　評価対象とする財は、柏崎市における風力発電事業のもつ公益的機能である。評価の対象となる
公益的機能は、以下の機能である。
１．　原子力発電の放射性廃棄物の処理問題、火力・水力発電等のように発電時に汚染物質や二酸化
炭素を排出しない働き。
２．　風の力を利用するため自然が枯渇する心配がない働き。
　評価対象とする母集団は柏崎市の一般世帯である。なお、母集団には電話帳での無差別検索４００
戸を使用した。
　仮想的状況の設定は、環境質の変化と支払い形態のという二つの部分に分けられる。以下では、
回答者に示した一部の質問文に沿って、説明する。
　「２０００年１０月に、電力各社がグリーンコンシューマーを対象に「緑の電力料金制度」を発足させま
した。これは、消費者が通常の電気料金に上乗せしたお金と、それと同額のお金を電力各社が出し
て、風力発電や太陽光発電などの新エネルギー開発に振り向ける制度です。」
　「仮に、柏崎の風力発電施設充実のため、通常の電気料金に上乗せ金を支払う制度が柏時で導入さ
れたとします。この上乗せ金が各世帯一ヶ月当たり１００円（年間１２００円）となったとします。あなた
は、このような政策に賛成しますか。」
また上記の質問の前に現在の発電事情を説明する文章を挿入した。
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　「現在、日本の電力の大部分は火力・水力・原子力によって発電されています。しかし、火力発電
には膨大な二酸化炭素の放出による地球温暖化の促進、水力発電には自然、特に生態系の破壊、そ
して、原子力発電には放射性廃棄物の処理問題などと、それぞれ問題点が指摘されています。
　そこで、近年風力・太陽光といった自然エネルギーを利用した発電方法が注目されています。柏
崎市におきましても、市民民間有志で作る協同組合ニューエネルギーリサーチ（田辺忠弘理事長）
の進めている計画が、新エネルギー・産業技術総合開発機構（）の補助金交付事業に採択さ
れ、今年度中にも、風力発電設備を建設し、発電を開始する見通しとなりました。そして、その発
電電力は、この風力発電機をするためのライトアップに使うほかは、すべて東北電力に売電し、
そこから得られる利益は、新エネルギーの普及活動に充てるとしています。」
上記質問文で設定されたことは次のとおり整理される。まず現在の電力発電の現状での公益的機能
を定義した。そして、今後の風力発電事業の
公益的機能の定義をした。さらに、現在のような状態を避け、今後の政策や活動が行われていると
いう状況設定を行った。
　支払形態については、次のように整理される。支払形態とは、回答者が仮想の財を購入する際に、
対価を支払う手段を意味する。つまり、入場量や目的税のような支払方法の設定である。ここで
は、市や民間団体に対する税金や基金等を支払形態として設定した。　　（＊）
は、支払形態の設定を行う際には現実性と中立性が重要であると指摘している。つまり、回答者に
なじみがあるとともに、心理的抵抗感をもたらさない支払形態であることが必要とされる。この２
点が適切に処理されていないと、戦略的バイアス等の各種バイアスを招き、評価結果の信頼性に重
大な影響を与えることがある。また、税金という支払形態は回答者に心理的抵抗感を与え、支払額
を過少申告する誘因を与えかねず、基金のような中立的な支払形態が用いられることが多い。
　　調査結果
　ここでは、回収された調査票の各問に対する回答の集計結果を示す。結果は回収された調査票に
対する割合で示すことにする。アンケート票は８００通送付したが、有効送付数は７９１通であり、それ
に対する回収数は４２９通であった。
問１　あなたは普段の生活の中でお使いになっている電気がどのような発電施設によって供給され
ているのかについて、ご興味はありますか。当てはまるもの１つに○をつけてください。
　　　　　　１　非常に興味がある　　　　　　　　…　２８％
　　　　　　２　まあまあ興味がある　　　　　　　…　５６％
　　　　　　３　あまり興味はない　　　　　　　　…　１３％
　　　　　　４　全く興味はない　　　　　　　　　…　１％
　　　　　　５　無効回答　　　　　　　　　　　　…　２％
　　　　　
問２　あなたは風力発電施設を見たことがありますか。当てはまるもの１つに○をつけてください。
　　　　　　１　実際に見学にいったことがある　　…　９％
環境の経済的評価５０
　　　　　　２　偶然見かけたことがある　　　　　…　３１％
　　　　　　３　テレビで見たことがある　　　　…　４６％
　　　　　　４　全く見たことがない　　　　　　　…　１４％
　　　　　　５　無効回答　　　　　　　　　　　　…　１％
問３　あなたは柏崎市における風力発電施設の建設計画をご存じでしたか。当てはまるもの１つに
○をつけてください。
　　　　　　１　知っていた　　　…　４４％
　　　　　　２　知らなかった　　…　５５％
　　　　　　３　無効回答　　　　…　１％
問４　あなたはこの「緑の電力料金制度」をご存じでしたか。当てはまるもの１つに○をつけてく
ださい。
　　　　　　１　知っていた　　　…　１４％
　　　　　　２　知らなかった　　…　８６％
　　　　　　３　無効回答　　　　…　０％
　　　　　　（問５・７の結果はの結果として後述）
問８　問５または問７で「１　賛成」と回答された方に、その理由をおうかがいします。当てはま
るもの１つに○をつけてください。
　　　　　　１　新エネルギーに興味があるから　　　　　　　　　　　　　…　１７％
　　　　　　２　温暖化対策など、自然環境にやさしいと考えられるため　　…　６５％
　　　　　　３　とくに反対する理由はないから　　　　　　　　　　　　　…　８％
　　　　　　４　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…　６％
　　　　　　５　無効回答　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…　５％
問９　問７で「２　反対」と回答された方に、その理由をおうかがいします。当てはまるもの１つ
に○をつけてください。
　　　　　　１　料金設定が高すぎるから　　　　　　　　　　　　　　　　…　２９％
　　　　　　２　電力の安定的な供給の面で不安なため　　　　　　　　　　…　２４％
　　　　　　３　風力発電が環境にやさしいとは思えないから　　　　　　　…　４％
　　　　　　４　現在の電気料金や電力政策に、特に不満はないから　　　　…　２３％
　　　　　　５　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…　１６％
　　　　　　６　無効回答　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…　４％
　　　　　　
問１０　風力発電によって得られた売電利益などは、どのような用途に使われることを望みますか。
当てはまるもの１つに○をつけてください。
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　　　　　　１　風力発電施設の増設　　　　　　　　　…　５１％
　　　　　　２　交付金などでの市民への還元　　　　　…　３４％
　　　　　　３　公共施設の建設　　　　　　　　　　　…　５％ 
　　　　　　４　その他　　　　　　　　　　　　　　　…　６％
　　　　　　５　無効回答　　　　　　　　　　　　　　…　４％
問１１　現在の電力行政では、電力需給のひっ迫に対して、発電施設の増設や経営の効率化による生
産性の向上などで対応する方針になっております。この方針に対してあなたはどのようにお考えに
なりますか。当てはまるもの１つに○をつけてください。
　　　　　　１　現状の方針に不満はない　　　　　　　　　　　　　　　　　　…　１４％
　　　　　　２　もっと新エネルギーの普及に力を入れるべき　　　　　　　　　…　４６％
　　　　　　３　電力需要の抑制（節約）についても、より多くの議論をすべき　…　３５％
　　　　　　４　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…　２％
　　　　　　５　無効回答　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…　３％
問１２　あなたは今後の風力発電施設の普及に関して、どのようにお考えになりますか。当てはまる
もの１つに○をつけてください。
　　　　　　１　今後さらに普及を進めていくべきだ　　…　７８％
　　　　　　２　現状のままでよい　　　　　　　　　　…　１４％
　　　　　　３　風力発電施設の必要性は感じない　　　…　６％
　　　　　　４　無効回答　　　　　　　　　　　　　　…　１％
問１３　性別 　　
　　　　　　１　男性　　　　…　８１％　
　　　　　　２　女性　　　　…　１７％
　　　　　　３　無効回答　　…　３％
問１４　年齢　　　
　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
問１５　世帯員数（あなたご自身を含めて）
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　
問１６　あなたのご職業は、次のうちのどれに当たりますか。
　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
環境の経済的評価５２
無効回答７０歳以上６０歳代５０歳代４０歳代３０歳代２０歳代
２％２３％２５％２５％１９％５％１％
無効回答８人７人６人５人４人　３人２人１人
２％１％４％１０％１１％１８％２０％２７％６％
４　公務員、教職員３　自営業２　農林漁業１ 会社員
７％８％７％３３％
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
問１７　あなたのお宅の年収（世帯所得）は、税込みでいくらくらいですか（年金含む）。
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　
　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
……　（仮想市場評価法）による調査結果　……
　①　ダブルバウンド対数線形ロジットモデルによる支払意志額（）の推計
　　　　　　推定結果
　　　　　　
　　　　　　推定
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９　無効回答８　その他７　無職６　学生５ 主婦
３％５％３１％０％６％
４　・８００万円３　・６００万円　２　・４００万円１ ・２００万円
１６％２４％２４％１２％
８　・２，５００万円７　・２，０００万円６　・１，５００万円５　・１，０００万円
０％２％６％９％
１１ 無効回答１０ ３，０００万円以上９ ・３，０００万円
６％１％０％
ｐ 値ｔ 値係 数変 数
０．０００＊＊＊
０．０００＊＊＊
１６．３８４
－１６．１８９
６．２８０１
－１．０８４５


　　　４０４
－５６６．８３４

対数尤度
（中央値）      　　　　　　　３２７
（平均値）３，９１３裾切りなし
　　　　　７２１最大提示額で裾切り
　②　ダブルバウンドワイブル生存分析による支払意志額（）の推計
　　　　　　推定結果
　　　　　　推定WTP
7　まとめ
　本研究では、日本および世界における電力供給の現状を調査すると共に、最近注目されている
を使い、柏崎市民の風力発電施設に対する評価を貨幣単位で算出することをこころみた。その
結果、中央値でみた１世帯当たりの支払意志額は、ダブルバウンドワイブル生存分析による推計に
おいては、中央値で１月当たり３５５円という結果が得られた。これらは年額に換算すると約４千円
になる。つまり、柏崎市民は、風力発電施設の普及のためには、１世帯当たり１年間に４千円を支
払う意志があるとの結論を導くことができる。調査票を送付した平成１３年１１月時点において柏崎市
の世帯数は２９４３９世帯であり、１世帯当たりの支払い意志額を柏崎市全体で集計すると年間
１２５４１０１４９円となる。
環境の経済的評価５４
ｐ 値ｔ 値係 数変 数
０．０００＊＊＊
０．０００＊＊＊
７９．９５６
１８．３５８
６．３７１８
１．３６６０


　　　４０４
－５６２．６７５

対数尤度
（中央値）      　　　　　　　３５５
（平均値）７１１裾切りなし
　　　　　６６２最大提示額で裾切り
集計範囲 評価額評価対象
柏崎市１億２千５百万円風力発電施設の普及新エネルギー
結果は以上のように算出されたが、サンプル数の不足や調査の上で生じる様々なバイアス効果を含
め、この結果は、今後より慎重に吟味していく必要がある。
　郵送調査は比較的安い調査コストで実施できるので、多数の調査で使われているが、単に
アンケート票を送付するだけでは、せいぜい２０％前後の回収率しか得られないことが多い。地球温
暖化防止京都会議が開かれた直後の１９９８年に実施された地球温暖化防止の評価に対する調査におい
ても、回収率は３７％であった。そのような中で、本調査での回収率は５４２％を達成しており、この
点においても、柏崎市民の環境意識の高さを実感することができた。
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